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１．はじめに  
積雪寒冷地では，凍結路面対策として凍結防止剤の散布を行っているが，厳寒時や

路面上の雪氷量が多い場合には，凍結防止剤だけでは路面のすべり抵抗値を改善させ

る十分な効果が得られない場合があり，7 号砕石 1)等を防滑材として散布している 2) ,  3 )． 
防滑材の散布手法としては，防滑材のみを散布する「乾式散布」，防滑材と凍結防止

剤水溶液を混合して散布する「湿式散布」がある．湿式散布は乾式散布に比べて，路

面への定着性が高く，散布効果が持続することが知られている 3)．しかし，防滑材の湿

式散布を行った場合でも，車両の走行などにより防滑材が飛散し，時間の経過と共に

すべり抵抗値が低下する場合がある 4)．  
海外では防滑材と加熱水の混合散布（以下、加熱水混合散布）が行われている 5)が，

我が国における適用性を確認するため，佐藤ら 6)は低温室内において基礎的な試験を行

い，加熱水混合散布の有効性を確認した．その後，切石ら 7),  8 )は苫小牧寒地試験道路

において，実際の散布装置，一般交通を模擬した車両等を用いた試験を行い，すべり

抵抗値を用いて散布効果を評価し，加熱水温度 40℃，加熱水混合割合 30％の場合にお

いて良好な散布効果が得られることを確認した．しかし，実際の道路環境下における

当該手法の散布効果は不明である．そこで，著者らは 2014 年に実際の道路上において

当該手法の試験を行ったので，試験の概要とその結果について述べる．  
                                                 
２．実道における加熱水混合散布試験 

（１）試験概要 

試験は，2014 年 2 月 5 日に一般国道 451
号で行った．表 1 に試験条件を示す． 

（２）試験方法 

試験は，図 1 に示すように無散布区間，

湿式散布区間，加熱水混合散布区間を設

定した（詳細は次節参照）．  

調査項目は，路面のすべり抵抗値，気

温，路温，路面状態（雪氷厚，雪氷密度，

雪氷硬度），加熱水散布機構内における加

熱水温度（3 箇所）とした．気温，路温，

路面状態は KP=51.0 を代表地点として計

測した．路面のすべり抵抗値は，散布前
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表 1 試験条件 
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（3 時台），散布後（6 時台，8 時台，

10 時台）の計 4 回計測した． 

（３）試験装置 

防滑材散布作業は図 2 に示す凍結

防止剤散布車を使用した．凍結防止

剤散布車は，国土交通省北海道開発

局で多く使用されている機種と同様

の機械を用いた．散布装置部分には，

加熱水混合散布を行うため，水を加

熱し保温する機構（以下、加熱水散

布機構）を試作し搭載した．水溶液

タンク内上部，水溶液タンク内中央

及び散布円盤部に熱電対を設置し，加熱水散

布機構の経路内における加熱水温度を 1 秒毎

に計測した． 

すべり抵抗値は図 3 に示す連続路面すべり

抵抗値測定装置（以下，CFT）9)を用いて計測

を行った．CFT で計測するすべり抵抗値は，

HFN と呼ばれる独自の値で，すべり難い路面

ほど高い値を示し，すべり易い路面ほど低い

値を示す．  

（４）試験結果 

加熱水散布機構の試験結果として，加熱水

混合散布時の水溶液タンク内（2 箇所），散布

円盤部における加熱水温度推移を図 4 に示す． 
水溶液タンク内上部の加熱水温度は試験開

始時には約 60℃であったが，加熱水混合散布

終了時には約 40℃まで低下した．一方，水溶

液タンク内中央の加熱水温度は，試験開始時

には約 70℃であったが，加熱水混合散布終了

時には約 55℃まで低下した．散布円盤部にお

ける加熱水温度は試験区間の間における回送

時に最低で約 30℃に低下したが，散布時には

急激に温度が上昇し水溶液タンク内中央における温度と同程度となった．このことよ

り，水溶液タンク中央から散布円盤部加熱水の熱損失は無視できるほどに小さいこと

が判った． 

なお，本試作機構は加熱機構の電源にポータブルの発電機を用いている．そのため，

走行中に水の加熱が不可能であることから，本試験では確実に 40℃以上の加熱水を散

布することができるよう，試験開始時の加熱水温度を高めに設定した． 

加熱水混合散布の効果として，計測した HFN を図 5 に試験区間 A，図 6 に試験区間

B それぞれにおける上下車線，計測区間及び試験時間帯別に箱ひげ図に示す．箱ひげ図

のデータは各計測区間 200m における 1 秒毎の HFN で，サンプル数は 11～17 件である． 
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図 4 加熱水散布機構内における加熱水温度 
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図 6 試験区間 B における HFN（左：上り車線，右：下り車線） 
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これらの図より，防滑材散布後の 6 時台以降では，試験区間及び上下車線の区別なく

全てのケースにおいて湿式散布に比べ加熱水混合散布の方が中央値は高い値を示した．

しかし，試験区間 A における上り車線の 6 時台や 10 時台，試験区間 B における上り車

線の 8 時台のように，湿式散布と加熱水混合散布の HFN に大きな違いが見られない場

合があった．  
 

３．まとめと今後の展望 

本試験時において加熱水散布機構は，走行中に水の加熱が不可能であったにもかか

わらず，外気温約-17℃の環境下で，約 1 時間の作業時間に亘って 40℃以上の加熱水を

散布することができた．また，加熱水散布区間のインターバルは最大で 10 分程度であ

ったが，加熱水が経路内で凍結することは無かった． 

防滑材の加熱水混合散布効果は，基本的には湿式散布に比べて高い HFN を示したが、

同程度の HFN を示す場合もあった．  

本試験では，気象条件や現場の作業状況により，1 日しか試験を実施できなかった．

今後も実道における試験を重ねてデータの蓄積を図り，加熱水混合散布の効果を明確

にし，防滑材の加熱水混合散布手法の確立を図る所存である． 

最後に本試験の実施にあたり，試験フィールドの提供等にご協力いただいた，国土

交通省北海道開発局札幌開発建設部滝川道路事務所に感謝申し上げます． 
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